敷金返還請求等通知書
平成　　年　　月　　日
被通知人
東京都○○区○○町●－●－●
●●ビル●階

株式会社●●●●●●●●
代表取締役　●●●●　殿
通知人
東京都○○区○○９丁目８番７号

△△マンション６０５

甲野　太郎
本通知書作成代理人
〒１０３－０００７

東京都中央区日本橋浜町２－１９－８

文化エステート浜町ビル８階

行政書士　東京中央法務オフィス

行政書士　小竹　広光

冠省

早速ですが、今般、当職は、上記通告人らより依頼を受け、行政書士法第１条の２ならびに第１条の３第３号に基づき、本書面を代理作成しましたので送付します。

前略

私は、貴殿から平成●●年●月●●日より、貴殿が所有している下記建物を借り受け、居住しておりました。
所在： 
建物名：

部屋番号：　　　号室
そして事前に退去予告の連絡を行い、令和○○年○月○○日に立会いの上で物件を貴殿に明け渡し同年○○月○○日付の解約となりました。

賃貸借契約の締結時に敷金として金○○，○○○円を預託しており、○○月分の賃料も全額前払いを済ませておりますが、すでに建物明け渡し後相当な期間が経過しているにもかかわらず、貴殿からは、未だに同敷金の返還をして頂けておりません。
なお、私は、賃借期間中、細心の注意をはらって生活してきたものであり、賃料の滞納もなく、同物件に関して経年変化以外に、通常の使用を超えるような消耗はありませんでした。
引渡しの立会時、差し出された見積書にサインのみしましたが、同書面は原状回復工事をすることについての承認であり、見積もりされた金額自体を承認したものではありません。

当然ご承知のこととは思いますが、民法６０６条１項においては、賃貸人は賃貸物の使用及び収益に必要な修繕をする義務を負うと定められ、最高裁判所平成１７年１２月１６日により、通常の使用をした場合に生ずる賃借物件の劣化又は価値の減少を意味する通常損耗などの必要経費分は、通常、賃料の中に含まれていると解されております。

また、清掃費用や補修費用についても、消費者契約法第９条１項１号において、消費者契約の解除に伴う損害賠償の額を予定し、又は違約金を定める条項であって、平均的な損害の額を超えるものは、その超える部分について無効であることされ、同法１０条においても、民法の基本原則に関して、消費者の権利を制限し、又は消費者の義務を加重するなど消費者の利益を一方的に害するものは無効とされております。
さらに、「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」により、入居期間にかかわらず、畳床、クロス、カーペット、クッションフロア等については６年、その他の建具については８年で減価償却となり、資産評価が１円とされるため、同省令を参考としている国交省の「ガイドライン」の定める賃借人の負うべき責任についても、この範囲内に限られます。
現に、賃借人の責任の有無や居住年月の長短にも関係なく、解約時には当然に修繕費用を敷金から差し引く旨の、原状回復の特約は無効であるという裁判例も数多くあります。
よって、国土交通省が定める「原状回復をめぐるトラブルとガイドライン」の例示する以下の趣旨に反した費用について、敷金から控除することは、これをすべて拒否致します。

①次の入居者募集や確保の為に行うもの。

畳の裏返しや表替え、クロスや網戸の張
り替え。

部屋の全体的なハウスクリーニング。

②物権の管理上の必要から生じるもの。

台所やトイレ、風呂などの消毒や交換。

鍵の交換。

③自然損耗や通常の使用により生じるもの。

家具の設置による床・カーペットのへこ
み・設置跡。

日照などによる畳やクロス（壁紙）の変
色、カーペットの色落ち。

テレビ・冷蔵庫などの後部壁面の黒ずみ
（いわゆる「電気やけ」）。

ポスターやカレンダーの掲示による、壁
などの画鋲・ピンの穴。

耐用年数経過による設備品の破損・故障。

つきましては、私は、貴殿に対し、本書面到着後１週間以内に、金●●●，●●●円を返還されるよう請求致します。
なお、本書面到着後１０日以内に敷金が返還されない場合、および、今後も私への請求行為がなされた場合には、残念ながら、宅建協会や国民生活センター、消費者センター等の関係機関への申告や、別途、弁護士に一任の上、敷金返還請求の訴訟提起その他の法的手続など、然るべき対応をとる所存ですので、ご承知おき下さい。
また、本件に関して、連絡事項などがある場合は、すべて私の自宅宛てに文書のみとして下さい。
以上、よろしくお願い申し上げます。
草々
記

金融機関名：●●銀行

支店名：●●支店

預金種別：普通預金

口座番号：●●●●●●●
口座名義：甲野　太郎

　　　　　　（コウノ　タロウ）
以上

